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１ 報告書の目的 

本報告書は、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「事業法」という。）第３３条

第１３項の規定に従い、告示（「電気通信事業法第３３条第１項及び電気通信事業法施行規則第

２３条の２第１項の規定に基づき電気通信設備を指定する件」（平成１３年４月６日総務省告

示第２４３号））において指定された当社の第一種指定電気通信設備※の接続に関する会計の基

準、計算の結果その他法令に定められた事項を広く一般に公表するために作成し、接続料の適

正且つ円滑な算定に資することを目的としている。 

※「第一種指定電気通信設備」については、「第四部 参考情報 ６ 用語解説」を参照。 

 

 

 

 

 

２ 根拠法令等 

本報告書は、以下の法令の規定に基づいて作成している。 

・電気通信事業法 

（昭和５９年法律第８６号） 

・日本電信電話株式会社等に関する法律 

（昭和５９年法律第８５号） 

・第一種指定電気通信設備接続会計規則 

（平成９年１２月１９日 郵政省令第９１号。以下「接続会計規則」という。） 

・第一種指定電気通信設備接続会計規則の取扱い等について（要請） 

（令和３年６月２５日総基料第１５６号。以下「取扱要領」という。） 

 

３ 会計処理の基準 

（１） 電気通信事業会計規則に基づく会計（財務会計）との関連 

当社は、電気通信事業会計規則（昭和６０年４月１日郵政省令第２６号。以下「会計規則」

という。）に定める基準に従って、事業年度における財政状態及び経営成績を明らかにする

とともに、電気通信役務に関する料金の適正な算定の基礎となる会計を整理している（以下

「財務会計」という。）。  

接続会計規則に基づく会計（以下「接続会計」という。）は、財務会計で整理された電気

通信事業に係る費用、収益及び資産を、第一種指定電気通信設備及びその管理運営等に係る

会計単位である「第一種指定設備管理部門」と、電気通信役務の販売及び第一種指定電気通

信設備を除く電気通信設備の管理運営等に係る会計単位である「第一種指定設備利用部門」

とに適正に区分して整理するものである。 

また、財務会計においては発生しない第一種指定電気通信設備の利用に関する第一種指定

設備管理部門と第一種指定設備利用部門との取引については、事業法第３３条第９項の規定

に基づく第一種指定電気通信設備の提供に関する認可接続約款等（以下「認可接続約款等」

という。）に記載された接続料の振替、若しくは接続料規則（平成１２年１１月１６日郵政

省令第６４号。以下「接続料規則」という。）の規定を準用して算定した金額の振替によっ

て整理を行っている。 

 

【参考】 
■事業法第３３条第１３項 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、総務省令で定めるところにより、第一種指定電
気通信設備との接続に関する会計を整理し、及びこれに基づき当該接続に関する収支の状況その他総務省
令で定める事項を公表しなければならない。 
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（２） 費用、収益及び資産の帰属 

接続会計における費用、収益及び資産の帰属については、接続会計規則第４条第２項、

第７条、第８条及び第９条並びに取扱要領に従い、次の各号の手順により実施している。 

 

① 活動等の設定並びに費用及び資産の帰属 

第一種指定設備管理部門及び第一種指定設備利用部門へ費用及び資産を整理するため

に、事業活動及び資産の区分に対応した詳細な集計計算単位として次の「活動」及び「活

動支援」の区分を設定し、財務会計の結果である費用及び資産を帰属させる。 

 

主要設備 

加入者交換機、伝送機械設備、市外線路設備など物理的に管理可能な電気通信設備の

資産区分に対応した費用及び資産を集計する活動区分。 

 

支援設備 

電力設備、総合監視設備、試験受付設備など第一種指定電気通信設備が有する機能を

支援するために使用される資産区分に対応した費用及び資産を集計する活動区分。 

 

設備への帰属の明確な営業費・運用費 

第一種指定電気通信設備との接続に直接関わる営業費、運用費並びに関連する資産を

集計する活動区分。 

 

試験研究 

電気通信に係る基盤設備、技術、サービスなどの研究開発に関連する費用及び資産を

集計する活動区分。 

 

全般管理（共通・管理） 

支店等における共通的業務、並びに本社等の管理部門における企画管理業務に関連す

る費用及び資産を集計する活動区分。 

 

サービス活動 

電気通信役務の販売、契約事務等の業務に関連する費用及び資産を集計する活動区分。 

 

活動支援 

建物、土地など上記の２以上の活動区分に共通的に係る費用及び資産を集計する区分。 
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② 活動支援から各活動区分への帰属 

「活動支援」に整理した費用及び資産を占有面積比等の基準により、「主要設備」、「支

援設備」、「設備への帰属の明確な営業費・運用費」、「試験研究」、「全般管理（共通・管

理）」、「サービス活動」のそれぞれの活動区分に帰属させる。 

 

③ 活動区分から主要設備等への帰属 

ア．支援設備の帰属 

「支援設備」に整理した費用及び資産を仕様電力値比等の基準により、「主要設備」の

各活動区分に帰属させる。 

 

イ．試験研究の帰属 

「試験研究」に整理した費用及び資産を当年度取得固定資産価額比等の基準により、

「主要設備」及び「サービス活動」の各活動区分へ帰属させる。 

 

ウ．全般管理（共通・管理）の帰属 

「全般管理（共通・管理）」に整理した費用及び資産を当年度取得固定資産価額比等の

基準により、「主要設備」、「設備への帰属の明確な営業費・運用費」並びに「サービス活

動」の各活動区分へ帰属させる。 

 

エ．２以上の設備のために用いられる主要設備の整理 

上記ウまでに整理した「主要設備」の活動区分のうち、２以上の設備のために用いら

れる設備（例：地中設備は、市内、中継及び県内市外伝送路で利用する。）の費用及び資

産を、回線数比、取得固定資産価額比等の基準により、対応する「主要設備」の活動区

分へ帰属させる。 

 

④ 主要設備から設備区分への帰属 

上記③までに整理した「主要設備」の費用及び資産について、回線数比等の基準によ

り階梯別又は用途別の「設備区分」※へ帰属させる。 

※「設備区分」については、「第四部 参考情報 ６ 用語解説」を参照。 

 

⑤ 設備への帰属の明確な営業費・運用費の帰属 

上記③までに整理した「設備への帰属の明確な営業費・運用費」の費用及び資産につ

いて、契約回線数比等の基準により関連する「設備区分」へ帰属させる。 

 

⑥ 収益及び振替網使用料の整理 

収益及び振替網使用料について、接続会計規則別表第一勘定科目表を基礎として第一

種指定設備管理部門及び第一種指定設備利用部門へ整理する。 
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（３） その他（接続料原価及び利潤の算定上の重要な変更措置等） 

    電気通信事業法第１１０条に基づき、基礎的電気通信役務支援機関に対し負担金として納

付した費用（自己負担額を含む）を帰属させる区分として、様式第３(固定資産帰属明細表)

及び様式第４（設備区分別費用明細表）における、第一種指定設備管理部門の設備区分等に

「ユニバーサルサービス制度に係る負担金」を追加設定している。
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４ 接続会計財務諸表の構成 

接続会計規則別表第二に定める財務諸表（以下、「接続会計財務諸表」という。）については、

接続会計規則第６条に基づき同規則及び取扱要領の定めに従って作成している。 

 

（１） 損益計算書 

会計単位名 第一種指定設備管理部門 

     Ⅰ 接続損益の部 

（１） 営業収益 

          １ 受取網使用料 

ア 端末系ルータ交換機能等に係るもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等に限る。）の接続により、第

一種指定設備管理部門が他事業者から受取る受取網使用料を記載。 

イ ア以外のもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等を除く。）の接続により、第

一種指定設備管理部門が他事業者から受取る受取網使用料を記載。 

          ２ 振替網使用料 

ア 端末系ルータ交換機能等に係るもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等に限る。）の提供により、第

一種指定設備管理部門が第一種指定設備利用部門から受取る振替網使用料を記載。 

 

イ ア以外のもの 

(ア) 接続料規則第４条に規定する機能に係るもの 

第一種指定電気通信設備（接続料規則第４条に規定する機能に限る。）の提供

により、第一種指定設備管理部門が第一種指定設備利用部門から受取る振替網

使用料を記載。 

(イ) (ア)以外のもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等及び接続料規則第４条に

規定する機能を除く。）の提供により、第一種指定設備管理部門が第一種指定設

備利用部門から受取る振替網使用料を記載。 

 

（２） 営業費用 

１ 営業費用 

第一種指定電気通信設備の管理運営に必要な費用を記載（但し、２ 振替網使用料、

及び、Ⅱ 接続関連損益に係る費用を除く。）。 

２ 振替網使用料 

該当なし。 
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Ⅱ 接続関連損益の部 

（１）営業収益 

１ 接続装置使用料 

ア 端末系ルータ交換機能等に係るもの 

該当なし。 

イ ア以外のもの 

該当なし。 

２ 網改造料 

ア 端末系ルータ交換機能等に係るもの 

認可接続約款等に定める網改造料（端末系ルータ交換機能等に限る。）を記載。 

イ ア以外のもの 

認可接続約款等に定める網改造料（端末系ルータ交換機能等を除く。）を記載。 

 

（２）営業費用 

接続装置使用料及び網改造料に対応する費用を記載。 

 

会計単位名 第一種指定設備利用部門 

（１） 営業収益 

１ 役務収入 

役務の提供に係る収益のうち、受取網使用料以外のサービスの提供に関するものを

記載。 

２ 振替網使用料 

該当なし。 

 

（２） 営業費用 

１ 営業費用 

第一種指定設備利用部門が提供する電気通信役務の販売、及び指定外電気通信設備

の管理運営に必要な費用を記載。 

２ 振替網使用料 

ア 端末系ルータ交換機能等に係るもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等に限る。）の利用により、第

一種指定設備利用部門が第一種指定設備管理部門へ支払う振替網使用料を記載。 

イ ア以外のもの 

(ア) 接続料規則第４条に規定する機能に係るもの 

 第一種指定電気通信設備（接続料規則第４条に規定する機能に限る。）の

利用により、第一種指定設備利用部門が第一種指定設備管理部門へ支払う

振替網使用料を記載。 

(イ) (ア)以外のもの 

第一種指定電気通信設備（端末系ルータ交換機能等及び接続料規則第４

条に規定する機能を除く。）の利用により、第一種指定設備利用部門が第一

種指定設備管理部門へ支払う振替網使用料を記載。 
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（２） 使用平均資本及び資本報酬計算書 

会計単位名 第一種指定設備管理部門 

１ 電気通信事業固定資産 

第一種指定設備管理部門に整理した電気通信事業固定資産の帳簿価額を記載。 

（再掲 第一種指定電気通信設備） 

第一種指定設備管理部門に整理した電気通信事業固定資産のうち、第一種指定電気通信

設備に係る帳簿価額を記載。 

２ 投資その他の資産 

電気通信事業の運営に不可欠であり、かつ、収益性の見込まれない投資その他の資産で

あって前項の電気通信事業固定資産価額により第一種指定設備管理部門に整理した額を

記載。 

３ 繰延資産 

該当なし。 

４ 運転資本 

電気通信設備用品として保管している貯蔵品（新品）の年平均在庫額のうち、第１項の

電気通信事業固定資産価額により第一種指定設備管理部門に整理した額、及び接続料規則

第１１条第５項の規定に準拠して計算した運転資本の額の合計額を記載。 

５ 過年度の料金算定に従った資本額の調整 

該当なし。 

使用平均資本額 

１電気通信事業固定資産、２投資その他の資産、３繰延資産、４運転資本、及び５過年

度の料金算定に従った資本額の調整の合計額を記載。 

６ 営業利益 

接続会計財務諸表様式第１損益計算書における第一種指定設備管理部門接続営業利益

（又は接続営業損失）と接続関連営業利益（又は接続関連営業損失）の合計額を記載。 

７ 過年度の料金算定に従った報酬額の調整 

該当なし。 

資本報酬額 

６営業利益、及び７過年度の料金算定に従った報酬額の調整の合計額を記載。 

使用平均資本報酬率 

資本報酬額を使用平均資本額で除した値に１００を乗じた値を記載。 

設定報酬率 

２０２０年度に適用した接続料金の算定時に採用した設定報酬率（他人資本費用相当率、

自己資本費用相当率、及び利益対応税相当率の合計値。）を記載。 
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会計単位名 第一種指定設備利用部門 

１ 電気通信事業固定資産 

第一種指定設備利用部門に整理した電気通信事業固定資産の帳簿価額を記載。 

２ 投資その他の資産 

電気通信事業の運営に不可欠であり、かつ、収益性の見込まれない投資その他の資産であ

って前項の電気通信事業固定資産価額により第一種指定設備利用部門に整理した額を記載。 

３ 繰延資産 

該当なし。 

４ 運転資本 

電気通信設備用品として保管している貯蔵品（新品）の年平均在庫額のうち、第１項の電

気通信事業固定資産価額により第一種指定設備利用部門に整理した額、及び接続料規則第１

１条第５項の規定を参考として計算した運転資本の合計額を記載。 

使用平均資本額 

１電気通信事業固定資産、２投資その他の資産、３繰延資産、４運転資本の合計額を記載。 

営業利益 

接続会計財務諸表様式第１損益計算書の第一種指定設備利用部門営業利益（又は第一種

指定設備利用部門営業損失）の額を記載。 
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（３） 固定資産帰属明細表 

第一種指定設備管理部門及び第一種指定設備利用部門に整理された有形固定資産及び無形

固定資産について設備区分別又は資産別に記載。 

※光信号の伝送に係る設備区分の上記費用の項目については、総務省令で定める区域ごとに区分して記載。 
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（４） 設備区分別費用明細表 

営業費 
 設備区分等に整理した営業費を記載。 
 
うち貸倒損失 
 設備区分等に整理した営業費のうち、貸倒損失を記載。 
 
運用費 
設備区分等に整理した運用費を記載。 

 
施設保全費 
設備区分等に整理した施設保全費を記載。 

 
共通費 
設備区分等に整理した共通費を記載。 

 
管理費 
設備区分等に整理した管理費を記載。 

 
試験研究費及び研究費償却 
設備区分等に整理した試験研究費及び研究償却費を記載。 

 
減価償却費 
設備区分等に整理した減価償却費を記載。 

 
固定資産除却費 
設備区分等に整理した固定資産除却費を記載。 

 
うち除却損 
設備区分等に整理した固定資産除却費のうち、除却損を記載。 

 
通信設備使用料 
振替網使用料並びに他の電気通信事業者への通信設備使用料を記載。 

 
租税公課 
設備区分等に整理した租税公課の費用を記載。 

 

※光信号の伝送に係る設備区分の上記費用の項目については、総務省令で定める区域ごとに区分して記載。 

 
直課・活動基準帰属・配賦 
設備区分等別に費用の帰属の態様（直課※、活動基準帰属※、配賦※）の割合を記載。 
※「直課、活動基準帰属、配賦」の定義については、「第四部 参考情報 ６ 用語解説」を参照。 
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５ 計算結果証明報告の紹介 

接続会計規則第１１条の規定に従い、接続会計財務諸表が接続会計規則に基づいて適正に

作成されていることについて職業的に資格のある会計監査人の調査を受け、「第二部 計算結

果証明報告」に収録した監査報告書を受領している。 

 

 

６ 第３条ただし書及び第１０条第４項の許可事項 

該当なし。 
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１ 責任範囲 

２ 証明の基準 

３ 計算結果証明 

 

上記について、次の通り会計監査人からの監査報告書を受領している。 
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独立監査人の監査報告書 

2021 年７月 16 日 

西日本電信電話株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

大阪事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 松 山 和 弘 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 大 木 正 志 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 柴 崎 美 帆 ㊞ 

 

監査意見 

当監査法人は、第一種指定電気通信設備接続会計規則（平成９年12月19日郵政省令第91号）（以

下「第一種接続会計規則」という。）第11条の規定に基づき、西日本電信電話株式会社の第22期事

業年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の接続会計財務諸表、すなわち損益計算書、使

用平均資本及び資本報酬計算書、固定資産帰属明細表、設備区分別費用明細表及びその注記につい

て監査を行った。 

当監査法人は、上記の接続会計財務諸表が、全ての重要な点において、第一種接続会計規則及び

同規則第10条の規定により総務大臣に提出する基準及び手順に準拠して作成されているものと認

める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「接続会計財務諸表の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

強調事項－接続会計財務諸表作成の基礎 

（注）１及び２に記載されているとおり、接続会計財務諸表は、西日本電信電話株式会社が第一

種接続会計規則第10条の定めにより総務大臣に提出するために、第一種接続会計規則及び同規則第

10条の定めにより総務大臣に提出する基準及び手順に準拠して作成されており、したがって、それ

以外の目的には適合しないことがある。当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではな

い。 

 

その他の事項 

西日本電信電話株式会社は、上記の接続会計財務諸表のほかに、2021年３月31日をもって終了す

る事業年度について、会社法の規定に基づき我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠した計算書類及びその附属明細書を作成しており、当監査法人は、これに対して、2021

年５月10日に会社法の規定に基づく監査報告書を発行している。 
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接続会計財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、第一種接続会計規則及び同規則第10条の規定により総務大臣に提出する基準及

び手順に準拠して接続会計財務諸表を作成することにある。また、接続会計財務諸表の作成に当た

り適用される財務報告の枠組みが状況に照らして受入可能なものであるかどうかについて判断す

ることにある。経営者の責任には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない接続会計財務諸表を

作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

接続会計財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき接続会計財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。 

 

接続会計財務諸表の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、接続会計財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から接

続会計財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、接続会計財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理

的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。

さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 接続会計財務諸表の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として接続会計財務諸表を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において接続会計財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する接続会計財務諸表の注記事項が適切でない場合は、接

続会計財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 接続会計財務諸表の表示及び注記事項が、第一種接続会計規則及び同規則第10条の規定によ

り総務大臣に提出する基準及び手順に準拠しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以  上  
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